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１．研究の背景と目的

学校教育における消費者教育の本格的な導入は1989年の学習指導要領改訂を端緒としてい

る。二十数年以上を経た現在，消費者教育の必要性は広く国民に認識されるに至ったが，消費

者教育の学習経験に関して，内閣府の調査 iでは回答者4,164人中77％が，消費者庁の調査 iiで

は回答者6,690人中82.4％が「消費者教育の経験がない」と回答しているなど，「消費者教育を

受けたことがある」との認識を持つ者の割合は低く，消費者教育が生活の中に定着していると

は言い難い状況にある。

経済情勢の変化や，変化に付随する様々な消費者トラブルが個人の生活に与える影響は大き

いため，消費生活を学習対象とする家庭科においては，新しい生活課題に対応できる能力を身

につける指導が望まれている。これを受けて，消費者が自立した主体として生活を送れるよう，

2012年施行の消費者教育の推進に関する法律（消費者教育推進法）によって，あらゆる年代に

あらゆる場で生涯にわたって消費者教育を受けることができる学習機会の確保が，国や地方自

治体に求められることとなった。同時に，各都道府県においては，地域の実情を踏まえた消費

者教育の推進に関する基本方針を定めることが求められることとなったiii。当然ながら，学校

においても学習機会の確保と場の提供，各都道府県が定める消費者教育の推進に関する基本方

針を踏まえた学習が必要となり，従来にも増して家庭科における消費者教育の実施に期待が寄

せられるところとなった。

しかしながら，消費者教育の指導を効果的に進めていくためには，教員自身の指導に対する

意識や意欲，物理的な指導時間の確保などの諸条件を把握しておくことが必要である。

学校における消費者教育の実施に関しては，内閣府 ivや消費者庁 vなどが，学校における消費

者教育の取り組み状況や指導内容・授業テーマ，教員の研究機会の確保などについて調査を

行っている。また，東京都生活文化局 viといった地方自治体も，学校や地域における消費者教

育の実施状況等を把握するための調査を行っている。このように様々な調査研究がなされてい

るものの，教員を対象とした消費者教育の学習経験や指導に際しての不安等を探る調査はほと

んどなされていない。
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そこで，本調査では，小学校および中学校において家庭科の指導に携わる教員を対象に，教

員個人の消費生活に関する学習基盤や指導上の不安をアンケート調査を通して把握し，教員を

支援するにあたってより良い消費者教育の実施と定着に向けて，その方向性を検討することを

目的とする。

なお，2008年の学習指導要領改訂で，系統性や連続性を重視した小学校と中学校の内容整理

が行われ，小学校は中学校の学習を見通した指導が，中学校では小学校の学習を踏まえた指導

が求められることとなり，小学校教員と中学校教員の両者が協力する必要性に迫られているこ

とから，小学校教員と中学校教員に調査対象を限定することとした。

２．研究の方法

（1）調査対象

家庭科担当教員を対象に開催された研修会の参加教員の計73名（小学校教員48名，中学校教

員25名）。

（2）調査時期

2014年�月上旬

（3）調査方法

無記名式の質問紙を研修後に配布し，直接および後日郵送によって回収した。

（4）調査項目・内容

①回答者自身の基本属性，②小・中学校の家庭科の「D身近な消費生活と環境」分野における

消費者教育の指導に関する意識と理由，③大学在学時の消費者教育の学習経験と内容，④消費

者教育の指導における独自の取り組みとその内容，⑤消費者行政に求める支援（学校全体への

支援，教員個人への支援）の�項目とした。

（5）分析対象

回収率は，小学校97.3％（47件），中学校96.0％（24件），合計97.3％（71件）であった。

３．結果と考察

（1）回答者の基本属性

回答者の性別は女性67名（94.4％），男性�名（5.6％）で，圧倒的に女性が多かった。また

年代別では，40歳代が29名（40.8％）と最も多く，次いで50歳代が27名（38.0％）となってい

た。
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男性�名はいずれも家庭科以外の教科を専門とする小学校教員であり，内訳は，30歳代�名，

40歳代�名，50歳代�名であった。50歳代男性教員は，小学校家庭科以外での家庭科の履修経

験を有していない世代であると推測される。

（2）「D身近な消費生活と環境」の指導に関する意識

小・中学校の家庭科において消費者教育を中心的に

取り扱う分野は「D身近な消費生活と環境」である。そ

こで「D身近な消費生活と環境」の学習分野について，

どの程度，指導を得意だと感じているのか（�段階），

またその理由を尋ねた。

全回答者のうち，「大変得意である」との回答は�名

で，「得意である」が�名（12.7％），「あまり得意では

ない」が48名（67.6％），「得意ではない」が13名

（18.3％），無回答が�名（1.4％）であった。

年代別に見てみると，いずれの年代においても「あまり得意ではない」「得意ではない」の合

計が50％を超えており，「D身近な消費生活と環境」の分野では，教員が自信を持って指導して

いる学習分野とは言い難いことが明らかとなった。
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Fig.3「身近な消費生活と環境」の指導意識



そこで，得意・不得意を判断した理由をみていくこととした。

「得意である」の理由内容は，日常生活との関連を踏まえた回答，指導上の工夫を踏まえた

回答，自己の経験を踏まえた回答の	項目に分類できた。

日常生活との関連を踏まえた回答では，「日常生活と結びついている内容なので、子どもに意

識を持たせやすいから。」（小学校，40歳代，女性），「身近な暮らしについての話であるので、

教員、児童の双方において実感を伴った理解を促しやすいから。」（小学校，20歳代，女性），「生

活に役立つ内容であり、自分も興味関心があり、生徒も興味をもてるところだから。」（中学校，

50歳代，女性）など，児童・生徒の日常生活に密接に関連しているため実感を伴った理解をさ

せやすいとの点があげられていた。

自己の経験を踏まえた回答では，教員自身が主婦として消費生活に深く関わってきた経験・

体験を元に指導できるから教員にとっても教えやすいという理由が見られた。ロールモデルと

して教員自身の生活経験を示すことは，児童・生徒が理解しやすいという点では効果的である

ものの，家庭科を指導するための学問的裏づけが不十分なままに指導してしまうという危険性

を孕んでいよう。

「あまり得意ではない」の理由内容は，日常生活との関連を踏まえた回答，指導上の工夫を

踏まえた回答，自己の勉強不足などに関する回答，指導機会に関する回答，消費者教育の認識

に関する回答の�項目に分類できた。

指導上の不安に関する回答では，「自分の価値観を押しつけそうで怖いです。」（中学校，30歳

代，女性）のように，授業の手法についてだけでなく，教員の考えや価値観を軸に授業を展開
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してしまいやすい点もあげられていた。

自己の勉強不足等に関する回答では，「どういうことを内容として取り上げればよいかが自

分自身よくわかっていないので。」（小学校，50歳代，女性）や，「新しい情報についていけてお

らず、自信がない。」（中学校，40歳代，女性）など，日々めまぐるしく変化する消費生活をど

のように捉えて指導していくべきなのかといった不安を感じている点をあげていた。

指導機会に関する回答では，「家庭科が配当されている学年を担当することが少ないから。」

（小学校7件）のように指導担当を行う上での制約が理由としてあげられており，家庭科を担当
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しなければ，「D身近な消費生活と環境」を指導することはないため，この分野の指導が「得意

である」とは，自ら判断しにくい状況といえよう。

消費者を取り巻く環境の変化はめまぐるしく，変化に伴う新たなトラブルが次々に発生して

いる現実を踏まえたとき，教員が何をどのように教えれば良いのか，何をもって良しとすれば

よいのかとの不安を抱えるのも致し方のないことであろう。

また，教える・教わるという関係性の中で，児童・生徒にとっては教員が示す価値観が一つ

の規準となってしまい，結果として教員の考えを押し付けることとなる危険性を孕むことも否

定できない。

「得意ではない」の理由内容は，自己の勉強不足当に関する回答，指導機会に関する回答，

消費者教育の認識に関する回答の	項目に分類できた。

消費者教育の認識に関する回答では，「消費者教育を知らない」「消費者教育がわからない」

といった消費者教育そのものが捉えにくいことを示す回答があげられていた。

消費者教育の定義については，様々に議論されてきたものの，統一された定義が長らく存在

しなかったため，教員にとっては，消費者教育自体の内容がわかりづらく，指導しづらいもの

であったと思われる。2012年に制定された法律によって，「消費者の自立を支援するために行

われる消費生活に関する教育及びこれに準ずる啓発活動」であると定義されたviiものの，消費

者教育の定義や内容は十分に浸透してはいないため，消費者教育が1989年から学校教育の中に

導入されているにもかかわらず，学校教育現場には十分に定着しているとは言い難いという現

実が，本調査によって浮き彫りとなった。

（3）教員自身の消費者教育の学習経験

大学在学中に「D身近な消費生活と環境」もしくは消費者教育に関する授業を受講した経験

の有無を質問した結果，全回答者のうち，「授業を受けたことがある」が�人（7.0％），「授業

を受けたことがない」が36人（50.7％），「覚えていない」が30人（42.3％）であった。

「授業を受けたことがある」との回答では，家庭経済・家計に関する授業や，衣服のリサイ

クル，オゾン層の破壊といった環境保全に関する授業があげられていた。

校種別に学習経験の回答をみると，小学校教員に比して中学校教員で「授業を受けたことが

ある」との回答が多い。中学校教員は教科単独の免許を取得するため，より専門的な知識・技

能の習得が必要になるという背景があるためと推測される。
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「授業を受けたことがない」の回答には，「現在では，一般教養として必要な講義だと感じて

いる。」というものもあり，教員になる準備段階である大学在学時に学習経験があれば，教員と

なった現在，児童・生徒の自立を促すようなより効果的な取り組みが行えたかもしれないとい

う教員の思いを読み取ることができた。

しかしながら，教員免許状を取得するために履修する授業科目の中に単独の科目としては設

定されていなかったとしても，家庭科に関連する授業科目の中で，学習指導要領の内容を学習

しているはずであり，授業を受けたという自覚がない，もしくは授業を受けたという印象が残っ

ていないということではなかろうか。

「覚えていない」という回答は半数近くに上ったが，「授業を受けたことがない」という回答

と同様，授業を受けた自覚がない，授業内容に対する印象がないということを意味しているの

であろう。

本調査では学習経験を否定する回答が多い結果となったが，これは教員自身が学習者であっ

た時代を振り返ったとき，消費生活に関する学習内容は，家庭科で扱う他の学習分野の内容ほ

どには意識的に学習することが少なかったということを示していよう。

（4）「D身近な消費生活と環境」の指導のための個人的な取り組み

「D身近な消費生活と環境」の学習分野を指導するために教員自身が独自に取り組んでいる

ことがあるかとの質問に対して，全回答者のうち，「取り組んでいることがある」が11名

（15.5％），「特に取り組んでいることはない」が47名（66.2％），無回答が13名（18.3％）であっ

た。

「取り組んでいることがある」の内容は，	項目に分類できた。「D身近な消費生活と環境」

における工夫では，学習対象となる児童に適した題材を探したり，ディベートを取り入れた指

導を行うなどの回答があげられていた。

他分野との関連では，消費するという日常的な行動が，単独の事象ではないことに配慮し，

家庭科で扱う「A家庭生活と家族」，「B食生活」，「C衣生活・住生活」の各分野と関連付け，効

果的な学習を目指しているという回答があげられていた。

他機関との連携では，中学校において，消費生活センターを活用しているとの回答があげら
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れていたが，中学校の「D身近な消費生活と環境」の学習内容は，小学校に比して，より専門的

な指導が必要となるため，外部の専門家に協力を依頼しているのであろう。

日常生活においては，あらゆる場面で消費という行為を行わざるを得ないという事実を踏ま

えたとき，家庭科で取り扱う他の学習分野と消費生活とを関連付けた授業を実施することで，

消費者教育のみならず家庭科教育総体において高い学習効果が期待できよう。また，教員が補

いきれない専門性の高さや最新情報を活用した授業を行えるという点で，消費生活センターを

はじめとした消費者行政を活用することは，教員のみならず児童・生徒にとっても利点が多い

といえるであろう。

（5）消費者教育の積極的な実施のために消費者行政に求める支援

学校において消費者教育を積極的に実施していくための支援として，学校全体に向けた支援

と教員個人の学習への支援の両面から質問した。

①学校全体に向けての支援

地方自治体の消費者行政部門では消費者教育推進法の施行以前から，消費者教育や消費者啓

発に関する取り組みを行っている。ただし，対象を学校教育機関や教員に限定した取り組みと

は限らないため，教員が求めている取り組みと地方自治体が提供しているそれとは一致してい

ない可能性がある。また，地域住民に向けての消費者教育・啓発活動は比較的小規模で実施さ

れていることが多いため，支援を必要とする教員のもとに適切に届いてはいない可能性も予測

される。そこで，学校での消費者教育を積極的に進めていくために教員側が必要と考えている

地方自治体からの支援について質問した。

消費者教育を積極的に行うために教員が必要と考える支援としては，学校種別に関わらず，

「児童・生徒向けの適切な教材」が最も多くあげられていた。児童・生徒の学習を深めるために，

教科書よりも踏み込んだ内容を扱っている教材を求めているということであろう。これに対応

する形で，「教員向けの資料集や解説書」への要望もあげられていた。

次いで多かったのが「実践事例の紹介」であった。「D身近な消費生活と環境」の指導が「あ

まり得意ではない」「得意ではない」と回答している教員が過半数をこえていたことからも，「実

践事例の紹介」を受けた上で，それを自身の授業に取り入れていきたい・工夫を加えたいとの

意向を読み取ることができる。

学校向けの出前講座は，比較的多くの自治体が行っている活動であるが，時間調整や内容の

打合せなど，事前準備・調整のための教員側の負担が求められるためか，教材ほど需要は高く
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Table. 4 「身近な消費生活と環境」の指導が得意ではない理由



家庭科における消費者教育指導への支援の在り方

―小・中学校の教員への調査を通して―

はなかった。

また，「D身近な消費生活と環境」の指導が「あまり得意ではない」「得意ではない」と回答し

ている教員が過半数をこえていたにもかかわらず，教員自身の能力の向上が直接的に見込める

であろう「教員向け研修」への要望はあまり高くなかった。教員一人当たりの業務負担が増加

しているといわれている昨今，時間的・場所的な制約を受ける「教員向け研修」には参加しに

くい状況があるのではなかろうか。

回答の全体を通して，実際の授業に直結しやすい支援，教員側に過剰な制約や負担を求めな

い形での支援が望まれているといえよう。

②教員の学習機会確保のための対応

学校教員向けの消費者教育研修講座を実施している地方自治体は数多いが，色々な制約があ

り，なかなか参加できない教員の事情もある。そこで，色々な制約がある中でも，参加してみ

たいと思う「教員向け研修」のテーマについて，自由記述で回答を求めた。その結果，基本的

な知識を習得する，子どもを含む消費者被害の実態を知る，授業の手法を学ぶ，専門性を必要

とするテーマの知識を深める，その他の�項目に分類することができた。
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Fig.7 消費者教育推進のために教員が望む支援（複数回答）



基本的な知識を習得するでは，消費者として最低限おさえるべき知識を知り，教員自身の指

導体制を整えたいという回答がみられた。教員自身の消費者教育に関する十分な学習経験がな

かったことから，基本的な知識を習得することが自信を持って授業に望み，積極的に消費者教

育を進めていくきっかけとなるであろう。

子どもを含む消費者被害の実態を知るでは，小・中学生が実際にどのような消費者被害にあっ

ているのかを把握し，事例に基づいて，より具体的な指導を行いたいという回答がみられた。

教員が児童・生徒の実情を理解しておくことも重要だが，同時に，児童・生徒が同年代の子ど

もたちの遭遇しているトラブルの内容を知ることは，自分自身の生活を見つめなおす契機にも

なるだろう。

授業の手法を学ぶでは，消費生活と児童・生徒の身近な生活をつなぐ指導方法や授業の組み

立て，ワークシートの活用などの教材研究を行いたいという回答がみられた。他の設問におい

て，教員の価値観を押し付けてしまうのではないかという懸念や実践事例などを知りたいとい

う回答が見られたことを踏まえるとき，消費者教育の指導は難しいと意識しているからこそ，

しっかり準備をして指導にあたりたいという意欲がくみ取れる。地方自治体に対して，児童・

生徒向けの教材を配布することに加え，その教材を授業で使用するに際しての具体的な活用方

法の指南をも同時に求めているということであろう。

専門性を必要とするテーマの知識を深めるでは，インターネットやクレジット・ローン，保

険・年金など，高い専門的知識がなければ指導しづらいテーマへの要望が多かった。とりわけ，

日常的にスマートフォンやパソコン等の情報ツールを活用している児童・生徒たちが増加傾向

にあることを踏まえたとき，関連する知識や情報トラブルの実態，その対処方法などについて

教員自身が学ばざるを得ない状況にあるからであろう。

本調査の結果，教員が参加したいと望む研修のテーマは，現代的なニーズを踏まえたもので，

地方自治体が提供している教員向け研修テーマとかけ離れたものではなかったviii。とするな
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Table. 5 教員が参加したいと思う「教員向け研修」のテーマ



家庭科における消費者教育指導への支援の在り方

―小・中学校の教員への調査を通して―

らば，「教員向け研修」に求められているのは，教員に時間を割いてでも参加したいと思わせる

ような主催者側の働きかけであり，研修内容の奥深さであろう。受講後に，知識が深まったこ

とや指導力が高まったことを受講した教員が実感できる研修を実施するとともに，習得した内

容がすぐに授業で実践・活用でき，参加後の教員自身の成果・効果が読み取れるような研修内

容を提示することこそが求められているのである。

４．まとめと今後の課題

本調査の結果，学校において，現代的ニーズ・社会的ニーズを踏まえた消費者教育への取り

組みを強化すべき状況にあること，また強化せざるを得ない状況にあることは理解されている

ものの，教員自身が消費者教育に関連する十分な学習経験を持っているとは言い難く，実際の

指導において戸惑いを感じていることが明らかとなった。

また，学校における教育内容は学習指導要領というよりどころがあるが，授業という実際の

運用面では，教員自身の意識や教員が費やせる労力には限界がある。児童・生徒にとって大切

な学習内容であることを教員自身が理解していても，十分な準備ができない，取り組み方がわ

からないといった不安を抱えている状態では積極的な授業の実施は見込めない。

そこで，今後，家庭科において消費者教育を積極的に実施するための課題について以下にま

とめることとする。

(1) 教員養成段階での学習機会の確保と学習内容の精査

そもそも学校において，児童・生徒に消費者教育の十分な学習機会を提供するためには，指

導者である教員自身がこれまでに学習機会を確保してきたこと・これからも確保できることが

重要である。消費者教育の推進に関する法律が施行されて日が浅いことを踏まえるとき，法の

趣旨を理解し，学校教育現場の実情に合わせた指導ができる教員を養成することが急務である。

そのため，これから教員を目指す学生に対しては，カリキュラム上，十分な消費者教育の学習

機会を保障していくことが必要となる。

学校における消費者教育は，家庭科のみならず，社会科，生活科，道徳，総合学習の時間，

特別活動など多岐にわたる教科等で学習することが可能である。そのため，主たる担い手とし

て期待されている家庭科の免許取得を目指す学生だけでなく，教員免許取得を希望している全

ての学生に対して学習機会を保障すべきであろう。目まぐるしく変化する経済情勢の下で，自

立した消費者として生活できる能力を獲得する指導を十分行えるようにするためには，消費者

教育を教員免許取得の必須科目とすることを検討すべき時期にさしかかっているのかもしれな

い。

また，教員自身が指導するにあたって自らの知識不足を指摘していたが，今一度，教員が学

習すべき内容の整理が必要になっているのではないだろうか。何を指導すべきか不安を抱いて

いるということは，言い換えれば，指導にあたって核をなす内容が何であるかを理解した上で

指導にあたることができていないということであろう。消費生活の指導では，現代的ニーズ・

社会的ニーズとしてめまぐるしく変化する消費者問題に注目しながらトラブル解決法を教える

ことも重要になるが，消費者とは何か，消費者の権利・責任とは何かといった消費者教育で扱

う基本概念や基本知識を習得し，指導の基盤を築いておかなければ，消費者として考え行動す

る力を養うための指導を行うことは難しい。
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(2) 消費者行政による継続的な支援の提供

消費者行政は最新の消費者トラブルに関してもあらゆる情報や対応等を集約している。一

方，消費生活における新しい生活課題に対応できる力を育成するための指導を行うために教員

一個人ができる取り組みには限界があるため，豊富な情報や知識等を持つ消費者行政の適切な

支援は必須である。

消費者行政が提供する教材や出前講座，教員向け研修などを，�回限りの利用で終わらせる

のではなく，教員が活用しやすいよう学校のカリキュラム等を考慮した計画的かつ継続的な支

援ができれば，消費者教育はよりいっそう効果的に行えるのではなかろうか。

そのためには，消費者行政から各学校・各教員に個別にアプローチするのではなく，教育委

員会をはじめとした教育行政と連携し，教員が年間計画を検討する段階から様々な支援を行う，

教員向け研修を共に作り上げていくといったことが必要となるであろう。

文部科学省が教育委員会を対象に行った調査では，消費生活センターと連携して消費者教育

を実施している教育委員会は全体の14.9％，連携していない教育委員会は全体の65.0％ixとい

う結果が示されている。国の消費者政策により，今後，各都道府県単位で消費者教育推進計画

の実施が求められることとなるが，この計画を効果的に実施していくためにも，教育行政と消

費者行政とが早期に協力体制を構築し，学校教育現場の実情を最大限考慮しつつ，学校教育現

場の実情に合致した取り組みを実現することが求められているといえるだろう。
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